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研究成果の概要（和文）： 

持続可能な社会に向けて，自動車の保有・利用／電力消費の削減は我が国においても重要な

課題である．そのための手段として，価格（税・料金）や人口密度（土地利用規制）のコント

ロールが考えられる．たとえば，郊外から中心部に人を集めることは，人口密度の増加を意味

するが，人口密度を高めるとどれだけ自動車の走行距離そして交通エネルギー消費量の節減に

寄与するのかについては十分明らかにされていない．本研究では，価格また人口密度による影

響がどの程度あるのか？について，世帯の多様性や空間相関などを考慮し，主として弾性値と

いう指標に着目して検討を行った． 

 
研究成果の概要（英文）： It is quite important issue for building sustainable society to 

reduce transport and residential energy consumption. Economic incentive (tax and fees) 

and control of population density (land use regulation) are well known for its 

countermeasures. However, it is unknown the impacts of these measures. In this research, 

I estimated price, population density elasticities controlling income and other households 

characteristics and considering households variation and spatial correlation. 
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１．研究開始当初の背景 

申請者はこれまで運輸部門のエネルギー
消費の削減について検討を行ってきたが，同

じくその抑制が急がれている民生部門とあ
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わせて，世帯単位で都市構造再編政策の評価

を行うことで，たとえばリバウンド効果（あ

る政策により運輸部門のエネルギー消費量

は削減するが，一方で民生家庭部門のエネル

ギー消費量が増加する）を考慮して，またそ

の政策の時間的・金銭的費用を考慮して，よ

り現実的な影響分析を行う必要があると考

えたのが本研究の着想の経緯である． 

持続可能な社会に向けて，自動車の保有・

利用／電力消費の削減は我が国においても

重要な課題である．そのための手段として，

価格（税・料金）や人口密度（土地利用規制）

のコントロールが考えられる．たとえば，郊

外から中心部に人を集めることは，人口密度

の増加を意味するが，人口密度を高めるとど

れだけ自動車の走行距離そして交通エネル

ギー消費量の節減に寄与するのかについて

は十分明らかにされていない．Kenworthy

をはじめとする空間的に集計されたデータ

を用いた分析では，いわゆる「集計バイアス」

が発生する可能性があり，適切な関係式を推

定できない．そこで近年では個票データを用

いた分析が主流になっているが，その場合で

も世帯の選好（自動車を好きか嫌いかといっ

たことや，人口密度の変化に対する交通行動

の変化）の多様性を無視して推定すると，い

わゆる self selection bias が生じ，真の関係

式を得ることができない．また空間データに

ついては空間的自己相関の考慮の必要性が

指摘されている． 

 

２．研究の目的 

 

本研究では，価格また人口密度による影響

がどの程度あるのか？について，世帯の多様

性や空間相関などを考慮し，主として弾性値

という指標に着目して検討を行った． 

 

３．研究の方法 

 

運輸部門に関しては，自動車保有統計を用

いた空間回帰分析，自動車オーナーインタビ

ュー調査を用いた世帯の自動車走行量に関

する潜在クラス回帰分析，また民生部門につ

いては，世帯の活動スケジュール生成方法の

比較分析を行った． 

また総務省に申請を行って入手した 1994

年，1999 年，2004 年の全国消費実態調査の

個票データを用いて，世帯のガソリン消費量

および電力消費量に関して，世帯人数や構成，

所得，資産，技術進化や社会経済環境の変化

を考慮した時点ダミーそして人口密度（市町

村単位）などを説明変数として回帰分析を行

った．またその結果をもとにガソリン消費量

や電力消費の人口密度，所得，燃料価格弾力

性の推定を行った． 

 
４．研究成果 

自動車保有については，群馬県の町字単位

のデータを用いて，所得変数を制御して，人

口密度弾性値を推定し，約 0.1であると推定

された．また自動車走行量についても，人口

密度弾力性は 0～-0.25 と推定され，人口密

度弾性値が高い世帯は，世帯人数が多く郊外

に居住する傾向があることを明らかにした． 

世帯の活動スケジュール生成の方法につい

てはパーソントリップ調査と NHK国民生活時

間調査を組み合わせることで、従来の NHK国

民生活時間調査のみを用いた方法では考慮

できなかった世帯人員間の活動の相互関係

や共有時間が考慮可能になった。また、運

輸・民生(家庭)部門のエネルギー消費量を世

帯単位で活動を考慮して同時に推計するこ

とが可能になった。 

ともに，現在その削減が求められている世帯

の運輸・民生部門のエネルギー消費の削減を

考える上でその基礎的な知見を得るための

ものであり，有用性は高いと考えている．学

会において 2編の研究発表を行い，参加者か



 

 

ら貴重な意見をいただいた． ガソリン消費

については，人口密度の定義によって推定値

が大きく変化すること，一番精度が高かった

市町村単位の可住地面積当たりの人口密度

を用いると，人口密度弾力性は‐0.18，所得

弾力性は 0.12，ガソリン価格弾力性は-0.24

と推定された．また世帯を人口密度によって

3 分類して推定すると，人口密度が高いほど，

その弾性値が高くなり，所得が高いほど所得

弾性値は低下する傾向が示された． 

 電力消費については，家電保有を変数に加

えると，価格および所得弾力性は低下するこ

とを明らかにした．これは所得や電力価格と

家電保有が相関していることを示しており，

短期および長期の弾力性として解釈可能で

あると考えている． 

 また前年度までの成果（スイスの個票デー

タを用いて，世帯の環境態度を考慮した分析，

また町字単位別の乗用車保有に関するデー

タを用いた分析）について学会発表を行った．

前者については，環境態度に関する変数をモ

デルに加えることで，人口密度弾力性や所得

弾力性が若干小さくなることを明らかにし

た．また後者については，空間的自己相関を

考慮することが重要であること，またイギリ

スで行われた先行研究とは弾力性の数値が

かなり異なることなどを示した． 
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